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令和７年度広島県歳入歳出決算審査意見書（概要） 

 

 

第１ 審査の概要 （意見書 Ｐ１） 

 １ 審査の対象 

   広島県一般会計及び広島県証紙等特別会計など 12の特別会計 

 ２ 審査の趣旨 

   一般会計及び特別会計の歳入歳出決算の審査に当たっては、決算その他関係書類が法令等に適

合し、かつ計数は正確であるか、予算は議決の趣旨にのっとり合理的かつ効率的に執行されている

か、会計経理事務は関係法規等に準拠して適正に行われているか、財産の管理は適正になされてい

るか、などの点に主眼をおき、広島県監査委員監査基準に準拠して実施した。 

 ３ 審査の実施内容 

   知事から提出された決算書及び附属書類の計数を点検し、 関係諸帳簿及び証拠書類等との照合

確認を行うとともに、関係当局の説明を聴取し、既に実施した監査、検査の結果も参考にして慎重

に行った。 

第２ 審査意見 

 １ 審査の結果 （意見書 Ｐ２） 

   上記のとおり審査した限り、重要な点において、審査に付された一般会計及び 12の特別会計の

歳入歳出決算書及び附属書類は、法令等に適合し、いずれもその計数が正確であると認められた。 

   また、一般会計及び特別会計に係る予算の執行、会計経理事務の処理、財産の管理などについて

は、一部に留意改善を要する事項があるものの、議決の趣旨、関係法令等にのっとり、おおむね適

正と認められた。 

 ２ 総括意見 （意見書 Ｐ２～４） 

  ○ 決算の状況                  

【一般会計】                             （単位：円、％） 

区分 令和６年度 令和７年度 増減額 対前年度比 

歳 入 1,130,993,098,975 1,128,279,432,516 △2,713,666,459 99.8 

歳 出 1,117,106,659,718 1,111,429,623,947 △5,677,035,771 99.5 

差 引 13,886,439,257 16,849,808,569 2,963,369,312 121.3 
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【特別会計】                             （単位：円、％） 

区分 令和６年度 令和７年度 増減額 対前年度比 

歳 入 574,148,862,057 597,014,534,178 22,865,672,121 104.0 

歳 出 559,086,389,490 574,404,778,359 15,318,388,869 102.7 

差 引 15,062,472,567 22,609,755,819 7,547,283,252 150.1 

  ○ 本県の財政状況 

    一般会計等が将来負担すべき債務の水準を図る指標である将来負担比率は 179.0％と、前年度

に比べ 9.7 ポイント改善したものの、財政構造の弾力性を判断する指標である経常収支比率は

94.7％と、前年度に比べ 0.7ポイント悪化している。 

    頻発した豪雨災害への対応などにより実質的な県債残高が高止まりしており、公債費が高水

準で推移していることや、社会保障関係費の増加などにより、本県の財政は依然として厳しい状

況が続いており、少子高齢化や人口減少の進展に伴う社会構造の変化や、物価や金利の上昇など

に伴う経済環境の変化などにより、財政環境は一層厳しさを増している。 

  ○ 総括意見 

    今後とも、将来負担額の縮減に努めるとともに、県民に対する事業成果等の説明責任に留意し

つつ、次に掲げる事項について、継続的な点検と一層の改善を求める。 

 ３ 留意改善を要する事項 

 （１）県勢発展に必要な施策を安定して推進できる財政運営 （意見書 Ｐ５～６） 

    本県では、県勢発展に必要な施策を安定して推進できる、しなやかな財政運営を行っていくた

め、令和３年度から令和８年 10月までを方針期間とする「中期財政運営方針」に基づき、経営

資源の最適配分に向けた取組や県税の徴収強化の取組等を進めている。 

    県債全体の残高は、令和７年度末で 2兆 4,025億円余となり、前年度に比べ 67億円余減少し

ており、実質的な県債残高は、令和７年度末で 1兆 2,299億円余となり、前年度に比べ 24億円

余減少している。 

    しかしながら、財政環境は一層厳しさを増していることから、県勢発展に必要な施策を安定し

て推進していくため、新たに策定される中期財政運営方針に基づく取組を着実に実施し、引き続

き、将来負担比率の抑制に努める必要がある。 

    なお、臨時財政対策債の償還財源は、後年度の地方交付税に反映される仕組みではあるが、国

の財政状況が厳しい中、将来にわたり交付税措置が確実に行われるか懸念される。令和７年度は

制度創設以来、初めて臨時財政対策債の新規発行額がゼロとなったが、これまでの元利償還分が

累積していることや、構造的な問題の解決には至っていないことから、償還財源の確保と、臨時

財政対策債等の特例措置に依存しない持続可能な制度の確立について、引き続き国に対し要望

していく必要がある。 
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 （２）収入未済の早期解消と不納欠損の適正処分 （意見書 Ｐ６～９） 

   ア 収入未済額の縮減と新規滞納の発生防止 

     一般会計及び特別会計の収入未済額は、54 億 5,868 万円余で、滞納整理の促進や滞納発生

の未然防止などの取組を着実に実施した結果、前年度に比べ 1億 5,376万円余、2.7％の減と

なっている。 

     引き続き収入未済の発生を抑制する取組を着実に進めるとともに、発生した収入未済につ

いては、債権の特性に応じた取組を効果的に進めていく必要がある。 

   （ア）県税 

      県税の収入未済額は、38億 2,368万円余（滞納処分停止中の 1億 1,926万円余及び徴収

猶予中の 9億 5,855万円余を含む。）で、前年度に比べ 3,262万円余、0.9％増加し、収入率

は 98.9％と、前年度に比べ 0.1ポイント上昇している。 

      引き続き、積極的な徴収に努め、収入未済の早期解消に努めていく必要がある。 

   （イ）県税以外 

     ① 税外債権の収入未済額の縮減・整理については、令和３年度から令和７年度までの５年

間の中期（縮減）目標を設定して、広島県債権管理会議における取組方針に基づき、組織

的債権管理や滞納債権発生防止など、債権の適正管理や債権管理の高度化・効率化に向け

た取組を推進し、令和３年度から令和７年度までの５年間についてみると、当初設定した

滞納総額の縮減目標２億円を４億４千万円余上回って縮減している。 

       令和８年度から令和 12年度までを期間とする次期中期（縮減）目標では、５年間で１

億８千万円の縮減を掲げており、この達成に向けて、組織的な取組を引き続き進めていく

必要がある。 

     ② 県税及び県税に係る確定延滞金等を除く一般会計の収入未済額は、4 億 5,293 万円余

で、前年度に比べ 677万円余の減となっているが、依然として多額であるため、本庁と地

方機関が一体となり、収入未済の解消に向けて努めていく必要がある。 

     ③ 特別会計の収入未済額は、10億 1,300万円余で、前年度に比べ 1億 9,466万円余の減

となっているが、依然として多額であることから、各債権管理マニュアル等に基づき、適

正な債権管理に努めるとともに、収入未済の解消に向けて努めていく必要がある。 

 【収入未済額の状況】                          （単位：円、％） 

 

 

 

 

 

 

  

区分 令和６年度 令和７年度 増減額 対前年度比 

一般会計 4,404,783,375 4,445,683,674 40,900,299 100.9 

特別会計 1,207,666,156 1,013,003,343 △194,662,813 83.9 

計 5,612,449,531 5,458,687,017 △153,762,514 97.3 
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   イ 不納欠損の適正処分 

     一般会計及び特別会計の不納欠損額は、3億 8,294万円余で、前年度に比べ 1億 4,618万円

余の減となっている。 

     不納欠損処分は、債権を消滅させるものであるため、債務者の所在や資産等の状況を十分調

査するとともに、時効更新の措置を講じるなど、適切な債権管理を行ったうえで慎重に判断す

る必要がある一方、可能な措置を講じてもなお回収が見込めない債権の管理を継続すること

は、事務の効率性を損なうものでもあることから、県民に対して説明責任が果たせるよう、債

権の特性に応じて債権管理状況等を十分検証するとともに、適法性や公平性を確保したうえ

で、適正に行う必要がある。 
 

 （３）財務に関する適正な事務処理の徹底 （意見書 Ｐ１０） 

    本県では、「広島県の内部統制に関する方針」に基づき、財務に関する事務に係る内部統制体

制の整備及び運用を行っている。令和７年度の定例監査において、財務事務に関して、不適正な

事務処理を指摘しているところであり、また、内部統制の取組を評価した「令和７年度広島県内

部統制評価報告書」においても、不適正な事務処理が把握されている。 

    内部統制制度の導入以降、制度の定着が図られてきた一方で、令和７年度においても多くの不

備が認められており、それらの不備の要因は、組織的なチェック機能の欠如という点が共通して

いると報告されていることから、不適正な事務処理に係る有効な再発防止策を全庁で確実に実

施することにより、適正な事務処理の徹底を図る必要がある。 
  

 （４）ファシリティマネジメントの推進 （意見書 Ｐ１０～１１） 

   ア 公共施設等の適切な維持管理 

     本県では、「広島県公共施設等マネジメント方策」に基づき、県有資産のマネジメントに取

り組んでいる。 

     最少の経費で最大の効果が得られるよう、引き続き、計画的な保全実施による施設の長寿命

化や維持管理コストの縮減、施設総量の最適化などに向け具体的に取り組むとともに、これら

の取組に当たって、固定資産台帳の活用に向けた検討を進める必要がある。 

     また、県有施設の安全管理については、「県有施設安全確保ガイドライン」に基づく安全点

検等を実施し、適宜、県有施設の改修等を進めてきたところである。 

     将来にわたり、県民の望む施設が安全に利用できるよう、今後とも利用者ニーズの把握や施

設コンセプトの見直しを行いながら、県有施設の安全対策の向上に向けて、引き続き全庁的に

取り組む必要がある。 

   イ 県有資産の活用等 

     本県ではこれまで、利用見込のない資産の売却や貸付など積極的な取組を進めてきたとこ

ろである。今後とも、未利用・低利用資産の有効活用を図る取組を加速させ、県有資産の利活

用の推進に向け、全庁的に取り組む必要がある。 
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     なお、職員宿舎については、施設総量の最適化に向けて様々な取組が進められてきているが、

入居率は低下傾向にあることから、今後のあり方について検討を進め、個別施設計画を策定す

る必要がある。 
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令和７年度広島県公営企業決算審査意見書（概要） 

 

 １ 審査の対象 （意見書  Ｐ１） 

   広島県土地造成事業会計 

   広島県流域下水道事業会計 

 ２ 審査の趣旨 

   公営企業決算の審査に当たっては、決算その他関係書類が法令等に適合し、かつ計数は正確であ

るか、事業の運営が地方公営企業法第３条（経営の基本原則）の趣旨に従って行われたか、それぞ

れの事業の経営成績及び財政状態を適正に表示しているか、などの点に主眼をおき、広島県監査委

員監査基準に準拠して実施した。 

 ３ 審査の実施内容 

   知事から提出された決算書及び附属書類の計数を点検し、関係諸帳簿及び証拠書類等との照合

確認を行うとともに、関係当局の説明を聴取し、既に実施した監査、検査の結果も参考にして慎重

に行った。 

 ４ 審査の結果 

   上記のとおり審査した限り、重要な点において、審査に付された２事業会計の決算書及び附属書

類は、法令等に適合し、いずれもその計数が正確で、経営成績及び財政状態は適正に表示されてい

た。 

   また、事業の運営については、一部改善を要する事項があったものの、経営の基本原則の趣旨に

従って行われており、おおむね適正と認められた。 
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 事業会計別  

＜１＞ 広島県土地造成事業会計 （意見書  Ｐ３～６）   

  １ 決算の概要 

                            （単位：円） 

区 分 令和６年度 令和７年度 増減額 

総収益 68,540,462 325,496,658 256,956,196 

総費用 190,205,955 279,843,113 89,637,158 

 純利益 

 （純損失） 
△121,665,493 45,653,545 167,319,038 

    令和７年度は純損失から純利益に転じており、この主な要因は、土地売却収益の皆増により、

営業利益が増加したことによるものである。 

  ２ 審査意見 

    土地造成事業会計における今後の資金収支見通し（令和８年２月）によれば、分譲収入

を未確定のものとして計上しない場合、入野地区の事業化に伴う土地造成費などにより、

企業債の最終償還年度である令和 21 年度末時点における累積資金不足額は約 151 億円と

なる見込みとなっている。 

    資金不足に対応するため、一般会計からの繰入や基金への積立が行われているが、県民

負担を最小にするため、次の点について重点的に取り組む必要がある。 

（１）土地の早期分譲 

当年度は大朝工業団地で 31,312.69㎡の分譲があり、当年度末の未分譲地は 73,766.22㎡

となった。 

産業用地の不足に対応するため当年度から事業着手した入野地区も含め、関係市町と連携

して、企業ニーズに対応した誘致活動を行い、土地の早期分譲に努めること。 

（２）未着手用地の活用策の検討 

未着手用地については、一部において、太陽光発電事業用地として利活用が図られている

が、今後も、立地条件等の分析を詳細に行うとともに、未着手用地の保有及び管理に係る経

費負担などの経済性・効率性の観点からも十分に検討を行い、関係市町と積極的に連携・調

整を図り、土地の特性に見合った利活用や将来の事業化の可能性について、速やかに方針を

決定し、対応を進めること。 

また、事業化に当たっては、社会経済情勢や県の厳しい財政状況を踏まえ、企業ニーズを

より的確に把握するとともに、事業推進の判断基準となるリスクを適切に評価すること。 

（３）長期未収債権の回収 

債務者の経営状況等に応じ一定の回収は進められているが、未収債権額は依然多額である

ことから、引き続き債務者の経営状況を把握し協議を行うなど、速やかな回収に努めること。 
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＜２＞ 広島県流域下水道事業会計 （意見書  Ｐ２５～３０） 

  １ 決算の概要 

                              （単位：円） 

区 分 令和６年度 令和７年度 増減額 

総収益 9,099,510,752 9,128,111,679 28,600,927 

総費用 9,026,154,551 9,123,145,116 96,990,565 

純利益 73,356,201 4,966,563 △68,389,638 

    令和７年度の純利益は、前年度に比べ減少しており、この主な要因は、前年度計上した過年度

損益修正益が皆減したため、特別利益が減少したことによるものである。 

  ２ 審査意見 

    将来にわたって安定的に事業を継続していくため、今後の処理水量の減少による処理施設稼

働率の低下、汚水処理施設の老朽化の進行などの課題に対応し、公衆衛生の向上と公共用水域の

水質保全に向けて、一層効率的な企業経営の実現が図られるよう、次の点について重点的に取り

組む必要がある。 

    なお、令和８年度に改正された下水道法においては、強靭で持続可能な下水道の実現に向けた

維持管理・改築の実施及び事業基盤の強化等が求められており、この点についても留意する必要

がある。 

（１）広島県汚水適正処理構想に基づく取組の推進 

広域的かつ長期的な観点から、県全体の適正な汚水処理の方向性を整理した「広島県汚水

適正処理構想」の目標達成に向けて、引き続き、流域関連市町等と調整を図りながら、流域

下水道事業として果たすべき役割を着実に実施すること。 

（２）広島県下水道事業広域化・共同化計画の推進 

「広島県下水道事業広域化・共同化計画」に基づき、持続可能な事業運営の確保に向け、

県内市町等と十分な協議・調整を行いながら、施設の広域化や維持管理の共同化、危機管理

の共同化などの具体的な取組を進めていくこと。 

また、流域下水道事業は高い公共性・公益性を有する事業であることから、管理運営の見

直しに当たっては、コスト縮減や業務効率化に加え、県によるガバナンスの確保及び技術力

の維持等の観点に留意すること。 

（３）施設規模の最適化 

流域下水道事業の維持管理費用は、受益者負担の原則に基づき、流域関連市町の負担によ

り賄われており、今後、維持管理費用や更新投資の増加によって、汚水処理原価が上昇し、

流域関連市町の負担も増加することが見込まれる。 

このため、受益者である流域関連市町等と連携・協力し、汚水処理原価の上昇抑制が図ら

れるよう、「広島県流域下水道事業経営実行プラン」を踏まえつつ、次の点に留意して、施設

規模の最適化に向けた取組を着実に推進すること。 
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○ 施設・設備更新については、ストックマネジメント（資産管理）の確実な実践により、

劣化の状況等を確認し、安全性が確保される場合は更新時期を見直すなど、ライフサイク

ルコストの最適化を図ること。 

○ 公共下水道施設等から流域下水道への接続が経済的で効率的な区域については、積極的

に接続を推進し、施設利用率の向上を図るとともに、汚水処理水量を踏まえた施設のダウ

ンサイジング（廃止・統廃合）などによる施設規模の最適化を図ること。 

（４）自然災害対策等の推進と危機管理体制の強化 

近年の地震・津波被害や平成 30年７月豪雨災害における洪水被害などを教訓に、今後起こ

り得る大規模な地震・豪雨等の自然災害や事故等による被害を最小限に抑えるため、引き続

き、広島県下水道公社と連携した危機管理体制について、適宜必要な見直しを行い、流域関

連市町等との情報共有や協力体制の構築を進めるとともに、「社会資本総合整備計画」や「広

島県汚水適正処理構想」に基づく流域下水道施設の防災・減災対策の取組を着実に実施する

こと。 

また、地震対策については、「広島県流域下水道事業経営実行プラン」や「広島県上下水道

耐震化計画（流域下水道）」に基づき、着実に実施すること。 

（５）資源・エネルギーの利活用の促進 

引き続き、下水道バイオマス（消化ガス、下水汚泥）を活用した温室効果ガスの排出抑制

に取り組むとともに、エネルギーコストの縮減に向けたネット・ゼロカーボンの取組を更に

推進していくこと。 

また、各浄化センターの未利用地の利活用についても、引き続き検討すること。 
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令和７年度健全化判断比率審査意見書（概要） 

 

 

 １ 審査の対象 （意見書 Ｐ１） 

   実質赤字比率、連結実質赤字比率、実質公債費比率及び将来負担比率（以下「健全化判断比率」

という。） 

 

 ２ 審査の趣旨  

   健全化判断比率の審査に当たっては、健全化判断比率及びその算定の基礎となる事項を記載し

た書類が、「地方公共団体の財政の健全化に関する法律」に従って適正に作成されているか、など

の点に主眼をおき、広島県監査委員監査基準に準拠して実施した。 

 

 ３ 審査の実施内容  

   知事から提出された健全化判断比率及びその算定の基礎となる事項を記載した書類の計数を点

検し、関係諸帳簿及び証拠書類等との照合確認を行うとともに、関係当局から説明を聴取するなど

の方法により慎重に行った。 

 

 ４ 審査の結果  

   上記のとおり審査した限り、重要な点において、審査に付された健全化判断比率及びその算定の

基礎となる事項を記載した書類は、いずれも法令等の趣旨に従って適正に作成されているものと

認められた。 

 

 ５ 健全化判断比率の状況 （意見書 Ｐ２） 

区   分 令和７年度 前年度  早期健全化基準 財政再生基準 

実質赤字比率 ― ％  ― ％   3.75％   5.0 ％  

連結実質赤字比率 ― ％  ― ％   8.75％   15.0 ％  

実質公債費比率 14.8％  14.8％   25.0 ％   35.0 ％  

将来負担比率 179.0％  188.7％   400.0 ％   
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令和７年度資金不足比率審査意見書（概要） 

 

 

 １ 審査の対象 （意見書 Ｐ３） 

   土地造成事業会計、流域下水道事業会計及び港湾特別整備事業費特別会計の資金不足比率 

 

 ２ 審査の趣旨  

   資金不足比率の審査に当たっては、各公営企業の資金不足比率及びその算定の基礎となる事項

を記載した書類が、「地方公共団体の財政の健全化に関する法律」に従って適正に作成されている

か、などの点に主眼をおき、広島県監査委員監査基準に準拠して実施した。 

 

 ３ 審査の実施内容  

   知事から提出された資金不足比率及びその算定の基礎となる事項を記載した書類の計数を点検

し、関係諸帳簿及び証拠書類等との照合確認を行うとともに、関係当局から説明を聴取するなどの

方法により慎重に行った。 

 

 ４ 審査の結果  

   上記のとおり審査した限り、重要な点において、審査に付された各公営企業の資金不足比率及び

その算定の基礎となる事項を記載した書類は、いずれも法令等の趣旨に従って適正に作成されて

いるものと認められた。 

 

 ５ 資金不足比率の状況 （意見書 Ｐ４） 

区   分 令和７年度 前年度  経営健全化基準 

土地造成事業会計   ― ％   ― ％  20.0 ％  

流域下水道事業会計   ― ％   ― ％  20.0 ％  

港湾特別整備事業費特別会計   ― ％   ― ％  20.0 ％  
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（参 考） 

健全化判断比率及び資金不足比率の対象範囲 

 

 

 

 

 

 

広島県一般会計

広島県証紙等特別会計

広島県管理事務費特別会計

広島県公共用地等取得事業特別会計

広島県公債管理特別会計

広島県母子・父子・寡婦福祉資金特別会計

地方独立行政法人広島県立病院機構
資金貸付事業等特別会計

広島県中小企業支援資金特別会計

広島県水産振興資金特別会計

広島県県営林事業費特別会計

広島県県営住宅事業費特別会計

広島県高等学校等奨学金特別会計

広島県国民健康保険事業費特別会計

広島県土地造成事業会計

広島県流域下水道事業会計

広島県港湾特別整備事業費特別会計

広島県水道広域連合企業団

広島県公立大学法人

地方独立行政法人広島県立病院機構

広島県道路公社、広島高速道路公社

広島県土地開発公社

広島県信用保証協会　　等
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